重　　要　　事　　項　　説　　明　　書
１.事業所概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 令和 5年7月1日現在
	事業所名
	Ｋａｎｅｋｕｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ ﾗｲﾌｹｱ事業部　
	介護保険事業者番号
	　２１７１７００５６６

	所　在　地
	岐阜県恵那市大井町１１２２－４
	サービス種類
	福祉用具貸与
介護予防福祉用具貸与
特定福祉用具販売
特定介護予防福祉用具販売

	代表者／管理者
	阿部　護　　／　　熊谷　元昭
	電話番号
	０５７３－２６－１８１２

	職員体制
	管理者（常勤）１名　　・　　福祉用具専門相談員（常勤）　６名

	通常の事業
実施地域
	恵那市・中津川市・瑞浪市・土岐市・多治見市・可児市・美濃加茂市・可児郡・加茂郡
下呂市・長野県南木曽町・大桑村

	営　業　日
	月曜日土曜日（第２・第４土曜・国民の祝日・夏季休暇・年末年始休暇を除く）

	営業時間
	午前８時３０分から午後５時３０分


２.運営方針　　　　　　　　　
①事業の実施にあたっては、利用者様の意志及び人格を尊重して、常に利用者様の立場に立ったサービスの提供に努めるものとします。
②当事業所の福祉用具専門相談員は、利用者様がその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、利用者様の心身の状況・希望及びそのおかれている環境を踏まえた適切な福祉用具の選定の援助・取り付け・調整等を行います。福祉用具を貸与及び販売することにより利用者様の日常生活の便宜を図り、その機能訓練に資すると共に、利用者様を介護する方の負担の軽減を図ります。
③貸与する福祉用具、または販売する特定福祉用具は、機能・安全性・衛生状態等に関し点検を行った上で、利用者様の身体状況等に応じて、実際の使用状況を想定し使用方法を説明いたします。
④居宅サービス計画及び介護予防サービス支援計画に特定福祉用具販売及び介護予防特定福祉用具販売が位置付けられる場合には、計画に必要な理由が記載されるよう措置を講じます。また、居宅サービス計画及び介護予防サービス支援計画が作成されない場合には、購入費支給申請に係る特定福祉用具が必要な理由が記載された書類を作成いたします。

⑤事業の実施にあたっては、地域との結びつきを尊重し、市町村・その他の居宅サービス事業者・その他の保険医療サービス及び福祉サービスを提供するものとの連携に努めます。
３.福祉用具貸与の種目及び利用料金とそのお支払い
①当事業所が取り扱う福祉用具の種目及びレンタル料金については、別紙目録の通りです。
②当事業所の福祉用具貸与にかかるレンタル料金は、１ヶ月単位です。介護保険の認定を受けた利用者様に負担いただく料金は原則として、レンタル料金の１割・２割または３割となります。但し、サービスが介護保険の適用を受けない場合、または受けない部分については月額レンタル料金の全額をご負担いただきます。
③また、介護保険の適用を受けた福祉用具のレンタル開始月と終了月の利用料は下記のとおりとなります。
【開始月】レンタル開始月が１５日以前の場合は全額【終了月】レンタル終了月が１５日以前の場合は半額
　　　　　レンタル開始月が１６日以降の場合は半額　　　　  レンタル終了月が１６日以降の場合は全額
　※但し、レンタル開始日と終了日が同じ月内の場合には、レンタル料金は月額レンタル料全額とさせていただきます。
④基本的に搬入搬出費・組み立て費はレンタル料金に含まれます。但し、通常の事業実施地域以外への交通費、また福祉用具の搬入搬出に特別な作業・措置に要する費用は利用者様にご負担いただきます。
⑤利用者様または契約者様が当事業所にお支払いいただきますレンタル料金は、所定の支払い方法にて、１ヵ月ごとのご精算といたします。
⑥万一、レンタル料金の請求にもかかわらずお支払いいただけない場合には、福祉用具を引き上げさせていただくこともございます。
４.特定福祉用具の種目、販売費用の額及びお支払い

①当事業所が取り扱う特定福祉用具の種目は、腰掛便座・入浴補助用具・簡易浴槽・自動排泄処理装置の交換可能部品・排泄予測支援機器・移動用リフトのつり具の部分です。

②特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売の販売費用の額は、別紙目録の額となります。
③基本的に搬入搬出費・組み立て費は販売費用の額に含まれます。但し、通常の実施地域以外への交通費、また福祉用具の搬入搬出にクレーン車などの特別な作業・措置が必要な場合は、実費を利用者様にご負担いただきます。
④利用者様が当事業所にお支払いいただきます販売費用の額は、用具納品時に現金にてご精算いただきます。
⑤万一、販売費用の額をお支払いいただけない場合には、商品を引上げさせていただくこともございます。
５.福祉用具貸与に関するサービス内容の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①利用者様の日常生活動作(ＡＤＬ)の変化、及び生活環境の変化等により、他の福祉用具への変更を希望される場合は、当事業所までご連絡ください。
②ご利用中のレンタル福祉用具のご購入への変更はいたしかねますので、あらかじめご了承ください。
６.事故発生時の対応
　貸与商品及び販売商品の製品による過失、または組み立て・設置における過失によって、事故が発生した場合
には、速やかに必要な措置を講じ、利用者様のご家族・居宅介護支援事業所・地域包括支援センター及び市役所等に連絡致します。
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７.故障時の取り扱い

　貸与商品に関して、万一、故障等が起きた場合には当事業所までご連絡ください。速やかに修理・交換の手配をさせていただきます。但し、故意または間違った使い方、紛失・盗難による場合は、別途料金をいただくことがございます。
８.損害賠償

　当事業所の帰すべき事由により、利用者様の身体を傷付け、及び財物を損壊した場合には、当事業所の責任において賠償を行います。
９.担当職員

　当事業所の担当職員は常に身分証明書を携行しております。必要な場合は提示をお求め下さい。利用者様及び契約者様はいつでも担当職員の変更を申し出ることができ、当事業所はこれを拒む正当な理由がない限り変更のお申し出に応じます。
１０.サービスの終了

　利用者様または契約者様の都合によりレンタルを終了する場合は、当事業所または、担当ケアマネジャーまでご連絡ください。ご相談の上引き取りに伺います。
１１.個人情報保護方針

　当事業所は利用者様及びそのご家族の個人情報について｢個人情報の保護に関する法律｣及び厚生労働省が作成した｢医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン｣を遵守し適切な取扱いに努めるものとし、下記の通り個人情報保護方針を定めます。
①当事業所の従業者又は従業者であった者は、正当な理由が無くその業務上知り得た利用者様及びご家族の秘密を漏らしません。
②当事業所の従業者は、予め文書による同意を得た上で、必要な範囲内で利用者様及びご家族の個人情報を用
います。
③当事業者が管理する個人情報は、利用者様及びご家族の求めに応じその内容を開示し、お申し出により訂
正・追加・削除等を行います。
１２.高齢者虐待防止の推進
　当事業所は、利用者様の人権の擁護、虐待防止のため、必要な指針の整備を行うとともに担当者を配置します。
また、委員会をおおむね6月に1回以上開催するとともに、従業者に対し研修を実施する等の措置を講ずるも
のとします。
１３.ハラスメント対策
　当事業所は、適切な居宅介護サービスの提供を確保する観点から、就業中において行われる性的な言動、また
は優越な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員等の就業環境が
害されることを防止するための方針等、必要な措置を講ずるものとします。

１４.業務継続計画の策定
　当事業所は、感染症または非常災害の発生時において、利用者様に対する居宅介護サービスの提供を継続的に実施し、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い、必要な措置を講じるものとします。
　①当事業所は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施し
ます。
　②当事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。
１５.感染症対策への対応力の強化
　当事業所は、当事業所において感染症が発生し、またはまん延しないよう、次にあげる措置を講ずるものとします。
　①当事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を、おおむね6月に1回以上
開催するとともに、その結果について、職員等に周知徹底を図ります。この場合において当該委員会は、テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置」という。）を活用して行うことができるものとし
ます。
　②当事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。
　③当事業所において、職員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。
　（※但し、１２条、１４条、１５条に関しては、令和6年4月1日以降とします。）
１６.苦情の申し立て
利用者様及びご家族、並びに契約者様は、当事業所のサービスの提供について、いつでも苦情を申し立てることができます。また、苦情を申し立てたことにより、なんら差別待遇を受けることはございません。
苦情相談窓口　電話番号：０５７３－２６－１８１２（担当：川嶋）
　※この他、市町村・国民健康保険団体連合会に苦情を申し立てることができます。
１７.第三者評価実施の有無について
当事業所は福祉サービス第三者評価事業に係る評価は受けておりません。
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（※令和５年４月３０日までにご承諾、ご記入頂いている重要事項説明書については、継続、追加事項の配布とし、ご署名・ご捺印は省かせて頂きます。令和５年５月１日以降の新規利用者様については、ご署名・ご捺印をお願い致します。）
当事業所は、居宅サービスの提供に当り上記重要事項の説明をいたしました。       令和    年    月    日
事業所所在地　：　岐阜県恵那市大井町１１２２－４
事 業 所 名　：　Ｋａｎｅｋｕｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ ﾗｲﾌｹｱ事業部　
　   説 明 者　：　　　　　　　　　　　　　　㊞
私は、居宅サービスの利用に当り上記重要事項の説明を受けました。
住　　所　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　　名　：  　                         ㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （代　　筆　：　　　　　　　　　　　　　　）
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